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 本報告書に記載されている内容は、学校教育法施行規則第 132 条の規定に基づき、教育課程の改善のた

めに文部科学大臣の指定を受けて実施した実証的研究です。 

 したがって、この研究内容のすべてが直ちに一般の学校における教育課程の編成・実施に適用できる性格の

ものでないことに留意してお読みください。 

 

１．研究開発の概要 

 

（１）研究開発課題 

     知的障害特別支援学校における生活科・理科・社会科のカリキュラムモデルの創造 

－横断的で連続性のある学びを目指して－ 

 

（２）研究の概要 

①知的障害特別支援学校における教科別の指導に関するカリキュラムモデルの提案 

現行学習指導要領では各教科の「目標」「内容」を「育成を目指す資質・能力」として「知識及び技能」「思考

力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の3つの柱で再整理された（内閣府,2020）。これは小中、

特別支援学校学習指導要領も同様である。 

その一方で、多くの特別支援学校では、学校教育法施行規則第 130 条第 2 項で示されている「領域・教科を

合わせた指導（各教科等を合わせた指導）」（以後“合わせた指導”とする）が教育課程の中心となっており（木

村・首藤,２０２４；全国特別支援学校知的障害教育校長会,2018）、本研究１年次目に実施した全国特別支援学

校へのアンケート調査（生活科、理科、社会科，資料１）※では、指導形態として教科別の指導よりも合わせた指導

の一つとして実践している学校が８割以上であることが示された（図１，２）。このような背景について、山元・水野・

野崎（２０１８）は「学校の肥大化、障害の重度化、教育的ニーズの多様化といった課題に対して『領域・教科等を

合わせた指導』を教育課程の中核に据えることで、児童生徒の実態に応じて、配当時間数や内容を工夫して対応

している」ということを明らかにしている。※資料 1は本報告書（研究紀要）に添付していません 

 なお付属資料１の調査結果については、公立特別支援学校高等部のみ教科別の指導が、合わせた指導よりも

高い結果となった（図３）。これは、「高等部単置の特別支援学校の増加やそれに伴う社会的・職業的自立に向け

た学科・コース等の設置が進んでおり、これらにおいては教科別の指導を中心とした教育課程が多いことから、い

くつかの教育課程のタイプごとの調査及び検討が必要であり、時数把握のみならず、実践を踏まえた検証が求め

られる」（菊地,2022）に合致するものであると考えている。このようなことから、知的障害特別支援学校において

も多様な学びの場の工夫の一つとして「類型別教育課程」が編成されていることに留意したい。 

 

図１ 小学部生活科の結果 

 

図 2 中学部理科の結果 

 

図３ 高等部社会科の結果 
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教科別の指導について、今枝・佐藤・菅野（２０２０）は次のことを明らかにするとともに（表１）、「課題・問題解

決活動」が中心となる理科・社会科は「思考力・判断力・表現力等」の育成に必要な教科である一方で、知的障

害のある児童・生徒への授業実践の蓄積が今後の課題であるということを指摘している。また遠山（2024）が示

している「指導要録や個別の指導計画の運用」（＝指導と評価に関するマネジメント）からも、教科別のカリキュラ

ムモデルを提案することは知的障害特別支援学校における教育活動の充実に寄与できるものであると考えた。 

表１ 教科別の指導の実施率（今枝ら,２０２０）をもとに筆者作成 

学部・教科 調査結果及び考察 

小学部・生活科 体育科、音楽科、国語科、算数科といった教科別の指導よりも生活科の実施率が低い。 

中学部・高等部 

理科・社会科 

保健体育科、音楽科、国語科、数学科よりも理科と社会科が外国語科、情報科に次いで低

い。 

本研究では、先行研究及び先行する研究開発学校指定校の実践（金沢大学附属特別支援学校＝国語科；熊

本県立ひのくに高等支援学校＝算数・数学科）から、対象教科を生活科・理科・社会科とすることに意義があると

考え焦点化した。 

②インクルーシブ教育システムの推進に寄与するカリキュラムモデルの提案 

 昭和５１年度から開始された研究開発学校制度は、内閣府（２０２０）において「教育課程の基準の改善に資する

実証的資料を得るため、学習指導要領等現行の教育課程の基準によらない教育課程の編成を認め、新しい教育

課程、指導方法について研究開発を行う」、また「文部科学省が示す『研究開発課題』や『研究開発の視点の例』

に基づき、各学校の創意工夫により研究開発課題を設定」とされている。本研究は先述の①「教科別の指導（生

活科・理科・社会科）」をキーワードに具体的なカリキュラムモデルの提案を目的の一つとし、さらに研究開発学校

に課せられている「新しい教育課程、指導方法の開発」について、特に「インクルーシブ教育システム」（文部科学

省,２０１２）の推進に寄与するカリキュラムモデルの提案を目的にしている。 

 ここで我が国が目指すインクルーシブ教育システムの主な流れについて表２に示す。特に 2022 年の国連の対

日審査では日本の分離教育に対する改善勧告等が出されたところであるが、永岡文部科学大臣（当時）は「多

様な学びの場で行われている特別支援教育の中止は考えていないこと」「我が国のインクルーシブ教育の推進に

努めること」を述べている。「多様な学びの場」は、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校

であり、その連続性の確保に向けた一層の取り組み（交流及び共同学習の充実から個別の教育的ニーズに応じ

た学びの場の提供まで）が求められている（文部科学省,２０２１）。 

表２ 我が国のインクルーシブ教育システムに関する年表（一部） 

年 特別支援教育に関わる流れ、法令や資料等（一部） 

２００３（平成１６）年 「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」 

２００６（平成１８）年 「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」が国連総会で採択 

２００７（平成１９）年 特別支援教育の本格的実施（平成１８年３月学校教育法等の改正） 

２０１１（平成２１）年 「障害者基本法」の改正（交流及び共同学習の積極的推進） 

２０１２（平成２４）年 「共生社会に向けたインクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推進」（報告） 

２０１３（平成２５）年 「障害者差別解消法」の制定（２０１６年施行、合理的配慮の提供） 

２０１４（平成２６）年 「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」に批准 

２０１７（平成２９）年 特別支援学校学習指導要領等の公示 

２０２２（令和４）年 障害者権利条約に関する国連による初の対日審査 
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 そしてインクルーシブ教育システムの一層の推進のための環境整備の一つが現行学習指導要領であり、そこに

は小中学校等と特別支援学校の各教科について、目標や内容の連続性が図られている。研究１年次目の実践か

ら、特に小学校と特別支援学校に目標や内容の連続性があることを明示でき（図４,５）、この点について具体的

に検討しカリキュラムモデルを提案することに研究開発学校としての意義があると考え、小学校との連続性に焦点

化した。 

 

図４ 社会科（小・特支）の目標 

 

図５ 社会科（小・社会科）内容 

③これまでの実践から－研究３年次目（２０２４年度）まで－ 

 令和４（2022）年度に実施された研究開発フォーラムにおける村川雅弘先生の講評（「学習指導要領改訂に寄

与するための情報提供」や「学習指導要領改訂に寄与できる研究と提案」）を踏まえ、本研究では生活科・理科・

社会科の知的障害特別支援学校学習指導要領草案の作成を進めている(表 3）。草案は研究成果として提出す

ることを目指したものであるとともに、研究期間中においては検討対象を具体化し、全校で共有することで学校が

一体となって進める手立てとして機能を有するようにしている。 

表 3 研究期間中に作成を進めている草案（一部抜粋、内容は検討段階） 

生活科 理科 社会科 
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3 年次目までの実践を通して考えられたことについて表 4 に簡潔に示す。児童生徒の評価については現行の特

別支援学校学習指導要領で示されている段階別目標設定ではなく、「『指導と評価の一体化』のための学習評

価に関する参考資料」（国立教育政策研究所,2020)を参考に、全体目標（単元・授業）を受けて個別の指導目

標を設定するプロセスにすることも可能であることが考えられた。個別の指導目標を設定する際には、特別支援学

校学習指導要領で示されている「段階の考え方」をもとにすることで、指導者間で児童・生徒の実態・目標・目標

達成のための手立てを共通理解する指標になるのではないかと考えている。 

表４ 対象教科のカリキュラムモデル創造の考え方（研究３年次目時点） 

教科 3年次目までの実践から考えられたこと 

生活科 

 生活科新設の経緯や知的障害教育の歴史を振り返り特別支援学校生活科として、どのような点

で小学校生活科との連続性を図るのかを具体的に例示する。 

 連続性については、生活科の「内容の視点」が特別支援学校生活科と小学校生活科を繋ぐ手

立てになるのではないかと考えている。 

理科 
 各目標については、おおよそ整理することができたが、引き続き実践を通してその精度を高めて

いく必要がある。 

内容については、授業時間数を踏まえると精選や軽重が重要であるが、学びの保障の観点か

らも領域や分野は小学校と同じように全て取り扱うことを前提にカリキュラムの検討を進めていく。 
社会科 

 

 

２．研究開発の経緯 

 研究経過を視覚的に捉えやすいように、本研究では図５のタックマンモデル（木村・柳川,２０２０）をもとに図６の

通りまとめている。そして、経緯を図 6の（１）から（４）まで順に説明する。 

  

図５ タックマンモデル（文献を参照し作成）                図 6 研究経過に関する図 

 

（１）〈研究前年度まで・２０２１年度〉カリキュラム・マネジメント 

 現行指導要領の実現に向けて、アクティブ・ラーニングとともに各学校が主体となって教育計画等を評価改善す

る「カリキュラム・マネジメント」の重要性が示されている（文部科学省,２０１５）。そこで、最初に本研究で用いてい

る用語の定義を表５に整理する。次に、研究指定前年度までに取り組んだ本校のカリキュラム・マネジメントの概要

を示し（表６）、一部を説明する。指定研究を開始する上では基礎的環境整備としても、大変有効であった。 
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表５ 本研究で用いている用語 

用語 参照文献等 定義 

教育課程 文部科学省（2015） 

学校教育の目的や目標を達成するために、教育の内容を子

供の心身の発達に応じ、授業時数との関連において総合的に組

織した学校の教育計画。 

カリキュラム 

田中・根津（２００９）及び 

京都大学高等教育研究

開発センターHP 

教師集団が開発し提供する児童・生徒の学習経験の総体。 

 教育課程は、カリキュラムの中でも特に制度化され計画された

文書を指す。 

カリキュラム・ 

マネジメント 
学習指導要領総則 

各学校においては、児童や学校、地域の実態を適切に把握

し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等

横断的な視点で組み立てていくこと、教育課程の実施状況を評

価してその改善を図っていくこと、教育課程の実施に必要な 人

的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくこと

などを通して、教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の

教育活動の質の向上を図っていくこと。 

カリキュラム 

モデル 

 評価改善方法も含めた指導のパッケージの例。 

なお、本研究ではカリキュラム開発と評価に関する文献※をもとに評価手続きを作成してお

り、研究全体を通して「カリキュラム」という用語で統一している。 

※根津（２００６）、田中・根津（２００９）、田中・根津（２０２１） 

 

表６ 本校におけるカリキュラム・マネジメントに関する取り組み（一部,研究前年度まで） 

対象 内容 参考 

時間割 

学校全体（幼小中高）の時間割設定（始

業・休憩時間等）を整備し、特別教室の調整

等の円滑化等を図る。 

  

個別の 

教育支援計画 

 必要情報の把握や共有を目的に書式を全校

共通化し、支援の連続性の充実に向けて合理

的配慮の観点を追記。 
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個別の 

指導計画 

 個別の教育支援計画同様、先行して取り組

んでいた小学部の書式をもとに全校共通化

し、個別の目標・手立て及び評価・改善のプロ

セスを共有。 

 

単元配列表 

 教科等横断的な学びの実践や作成に伴う負

担感の軽減等を目的に、教科等ごとの年間指

導計画を紙面 1枚の書式に変更。 

 

単元計画 

 学習指導案の一部として付されていたものか

ら、単元全体をより具体的に概観できるように

新たに書式を作成。 

 

指導要録 

 3観点評価への対応、また指導計画との連続

性を確保できるよう書式を調整。 

 

①単元配列表 

これまで本校では各教科等に分けて年間指導計画を作成しており、記載量に伴う負担感、複数の教員で分担

して作成することによる一体的な評価・改善を図ることの困難さ等の課題があった。そのようなことから、年間指導

計画から単元配列表※への変更を行い、諸課題の解決を図るようにした。 

※単元配列表＝「各教科等の年間指導計画を一本化させ、1 年間の学習活動の全体を概観し俯瞰できるように

したもの」（田村,2017） 

また単元配列表は、学習指導要領総則の中で示されている「カリキュラム・マネジメントの三つの側面」（表７）

のうち、特に①の具体的な取り組みに繋がる手立てとして機能している。障害の有無にかかわらず教科等を関連

付けることで、学びを相互に関連付けたり学んだことを他の場面に活かし拡げたりすることが重要であると考え、

単元配列表の運用及び評価改善に取り組んでいる。 
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表７ カリキュラム・マネジメントの三つの側面（学習指導要領総則より） 

① 
児童や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横

断的な視点で組み立てていくこと。   

② 教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと。 

③ 教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくこと。 

ここで本研究における教科等横断的な学びの考え方を表８にまとめる。校外学習等の体験的活動が教科等横

断的な学びの軸となる視点をもつことで、行事等の削減を第一にするのではなく、校外学習の精選や意義づけ、

目的の明確化など、カリキュラムを発展的に捉えることに繋げるようにしている。このようなことを通して、児童生徒

にとって豊かな学習経験の機会となるカリキュラムモデルの創造に取り組むようにした。 

表８ 本研究における教科等横断的な学びの考え方 

① 学校行事、特別活動、校外学習などの体験的活動が各教科等を繋ぐ軸になること 

② 
全教科等を横断的に関連付けるのではなく、実施時期や学習活動をもとに可能な範囲で関連付ける柔

軟な発想が重要であり、あくまでも児童生徒、学習集団を中心に多様な学びを考えること 

②単元計画 

 ２０２１年度に研究部を中心に学習指導要領に対応した書式の検討がなされ（筑波大学附属大塚特別支援学

校,２０２１）、２０２２年度より全校で運用を開始した。単元計画は A4/複数枚ではなく、原則 1 枚に収めることを

校内で共通確認し、単元配列表と同様に作成時の負担軽減及び PDCA のサイクルを通して学習活動の充実を

図るようにしている。 

 

(2)〈研究１年次目・２０２２年度〉教科別の指導の進め方 

 これまで本校では国語科、算数・数学科、生活科を中心に教科別の指導を行ってきた。一方で、理科・社会科に

ついては合わせた指導を中心に実施しており、2022 年度が教科別の指導への本格的な移行初年度であった。

そのような背景から、運営指導委員等の外部講師の講話や職員同士の意見交換などの場を設定し、教科別の指

導に関する見方や考え方を深めるような機会をもつようにした。加えて、生活科と社会科を対象教科に２学期の授

業研究会、3 学期の研究発表会を通して、実践的に内容を深めることができと考えている。そこで、ここでは図７の

3点について詳細を説明する。 

 

図７ 教科別の指導を進める際の見方や考え方 

①知的障害教育の継承と発展を踏まえる 

 本校では毎年 2 月に知的障害教育研究協議会（指定期間中は“研究発表会”）を開催し、授業公開や意見交

換を通して教育活動の研鑽に取り組んでいる。2021年度開催の研究協議会・講演会では講師の米田宏樹先生

（筑波大学,本研究運営指導委員）からは、特別支援学校学習指導要領に示されている「知的障害のある児童生

徒の教育的対応の基本（以下、“教育的対応の基本”とする）」を踏まえた実践が重要となることについて指導を
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いただいた。教科別の指導に転換する際、これまで以上に教育的対応の基本等、知的障害教育が積み重ねてき

た知見を踏まえる必要があると考え、本研究の土台の一つにしている（表９,１０,１１）。 

表９ 学習上の特性 

 

表１０ 教育的対応の基本 

 

表１１教科別に指導を行う場合 

 

②教科の専門性に基づく単元開発 

 また、年間の校内研修会及び授業研究会を通した各講師の指導をもとに、単元開発や授業の構成については、

小学校教科の視点（図８）を参考に知的障害特別支援学校における教科別の指導事例を立案するようにしてい

る。また、教科別の指導においては「各教科の見方・考え方」（図９,１０）をもとに学習計画を立案し、資質・能力の

育成を目指す視点が重要であり、単元配列や単元開発等の各段階においても見方・考え方を焦点化して学習活

動まで繋げるようにしている。 

 

図８ 各教科の指導の構成 

 

図９ 社会科の見方・考え方 

 

図１０ 理科の見方・考え方 

現行学習指導要領では特に小学校との連続性が図られ、教育的対応の基本等を抑えた上で、小学校教科の

視点を参考にした教科別の指導が期待される。一方で、菊地（2014）は「知的障害特別支援学校では、小・中学

校の各教科とは異なる知的障害教育の教科を取り扱ってきたことや、従前から各教科等を合わせた指導を中心

に学習が展開されてきた」と分析し、学習指導要領の実施における課題について表１２の通り整理している。 

表１２ 現行学習指導要領の実施における 7つの課題（菊池,２０１４） 

 本研究で取り組みを進めている点は、特

に「③見方・考え方をふまえた教科別の指

導への着目」に関する具体的な実践に繋

がると考えている。なお研究経過を踏まえ

ると、教科別の指導は合わせた指導よりも

見方・考え方を焦点化し、より具体的な学

習活動を実施することができるのではな

いかと考えている。 

 

① 各教科の指導内容の拡充への対応 

② 各教科等を合わせた指導で取り扱う各教科の位置づけ 

③ 見方・考え方をふまえた教科別の指導への着目 

④ 各教科等を合わせた指導の単元および授業づくりの方策 

⑤ 知的障害の状態をふまえた教科別の指導 

⑥ 自立活動の取扱いと効果的な実施 

⑦ 観点別学習状況の評価への対応 
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③指導のパッケージ化を検討する 

  本研究で目指すことの一つとして「指導のパッケージ化」※が挙げられる。具体的には単元計画を中核に、評価

改善を重ねながら、前年度－今年度－来年度等と積み重ねていくことである（図１１）。ある単元について、年度間

で異なる指導者が指導を担当することになった時、前年度の単元計画を参考に、担当する学習集団の実態を加

味しながら単元計画を作成することができる。特に知的障害特別支援学校等では、同一学年同一内容で学習す

るだけでなく、単学部の中でも複数学年の児童・生徒を対象に、課題別集団編成（縦割り学習グループ）で学習

する機会が多いことから、小学部 6 年

間、中学部・高等部各 3 年間の長期的

視点で単元計画が蓄積することにより、

学習計画や内容も精錬していくことを期

待している。また単元計画を手立てにす

ることで、経験年数や職位が異なる教員

集団でも、より具体的・組織的に単元開

発や授業づくりに取り組むことが可能に

なるのではないだろうかと考えている。

（園部,２０１７；山口,２０１８；園部,２０２

０；竹内・原田,２０２０） 

※【指導のパッケージ化】…学部在籍期間を対象に計画された単元配列を前提に、各単元の指導にあたっては、

既にある単元計画を参考にしながら、学習集団の実態に応じて変更を加えながら指導計画を立案する。 

 そこでまず、単元計画が教育計画の中核に位置づくように、学習指導案書式の変更を行った（表１３）。変更後の

学習指導案は作成に伴う負担軽減を念頭に単元計画の挿入や視覚的にイメージしやすいよう随所に写真を活用

するようにするなどの工夫を加えた。また個別の指導目標と手立てについては、1 グループ A4/1 枚を原則とする

などのルールを明確にし、内容を精選して記述することとした。 

 なお学習指導案の書式変更にあたっては、各種文献に加えて、他の特別支援学校の公開研究会に参加した際

に配布された学習指導案を参考にしながら作成するようにした。他校の実践から学び、比較検討することを通して、

一部分でも他校の参考となることや学校同士で学び合えるような実践になることを心掛けている。 

表１３ 学習指導案の新旧表 

2021年度まで 2022年度以降 

  

 

図１１ 指導のパッケージ化のイメージ 
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（３）〈研究２年次目・２０２３年度〉研究手続き（カリキュラム開発の原理・原則） 

研究 1 年次目から社会科に焦点化し、校務分掌・研究部を中心に特別支援学校学習指導要領と小学校学習

指導要領の比較検討を行いながら、本研究が目指すカリキュラムモデルの検討を進めてきた（表１４,１５,16）。各

学習指導要領を用いながら検討するものの、様々な方向性が考えられる課題でもあった。そこで、まずは研究主任

がたたき台として学習指導要領草案を作成し、研究部会、学部研究会、そして授業研究会を通して全校で意見交

換等を行う段階的なプロセスで取り組むようにした。 

表１４ 社会科の目標（特支・小・中） 

 

表１５ 社会科の目標（特支・小） 

 

表 16 社会科の内容 

 

運営指導委員の先生から、本校が取り組んでいるカリキュラム開発の原理・原則を明示することが重要である

との指導をいただき、資料２※のような形で研究2年次目の実践をまとめ、研究手続きとして整理した。詳細は「３．

研究開発の内容」で報告する。※本報告書（研究紀要）には添付していません 

    

（資料２より抜粋）※資料は 2023年度 7月に 2年次目研究概要として文部科学省に提出 

カリキュラム開発の原理・原則に関連し、カリキュラムの内容の見直しについて、白井（２０２１）は「内容が過多な

場合は、一定のコンテンツを削減するか、あるいはスクラップ・アンド・ビルドしていくことが必要である」と述べ、コ

ンテンツの取捨選択の基準はコンピテンシーとの関連性であることを示唆している。また表 16 の通り、OECD の

提言をまとめており、本研究が取り組むカリキュラム開発も 5つの教訓にも対応した研究実践であると考えている。 

表１7 OECD「カリキュラム開発に関する 5つの教訓」（白井,２０２１をもとに作成） 

① 学習内容の「広さ」と「深さ」について、適切なバランスをとること 

② 
カリキュラム・デザインの基本原理として、「焦点化（focus)、厳格性（rigor)、一貫性（coherence)」を

組み合わせて用いること 

③ 
カリキュラムが減った一方で、家庭での宿題が増えるなど「宿題のオーバーロード」が生じないようにす

ること 

④ 校長や教師が、カリキュラムについて適切に判断できるような工夫・支援をすること 

⑤ オーバーロードが、生徒の成功（success)やウェルビーイングを脅かすものであるという認識をもつこと 
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（４）〈研究３年次目・２０２４年度〉カリキュラム評価 

 カリキュラム開発について、田中・根津（2009）は「カリキュラム開発とは、第一に教師集団が開発の主体となっ

て、第二に単元を教科書・教材から児童・生徒の学習経験に移して計画し、そして第三に授業からカリキュラムを

改善する活動である。この改善においてカリキュラム評価が大きな役割を果たす。」と述べている。本研究では 2

年次目までを通して上述の第一、第二の課題に取り組むことができ、3 年次目はこれまでの取り組みを継続する

ことに加えて、第三として挙げられているカリキュラム評価について具体的に取り組むこととした。 

また田中・根津（2009）は、カリキュラム評価の目的を明確にすることの重要性を挙げている。そこで最初に、本

研究が取り組むカリキュラム評価の目的について表 18の通り整理した。 

表１８ カリキュラム評価の目的 

本研究におけるカリキュラム評価の方向性 

本研究はインクルーシブ教育システムの推進の一助となることを目指したカリキュラムの開発に取り組んで

いる。検討しているカリキュラムが指導者と学習者それぞれにとって、下記の点で有用であることを明らかにする

ために、その評価を行う。 

指導者における目的 学習者における目的 

①授業時数等の教育課程の実情を踏まえたうえで、

知的障害のある児童・生徒の資質・能力を段階的

に育むことのできるカリキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒の学習の様子をもとに評価改善が循環

するカリキュラムであるか。 

①児童・生徒が各教科の見方・考え方に触れたり働

かせたりしながら、資質・能力を段階的に育むこと

のできるカリキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒が各教科の学習に主体的に取り組み、

達成感を感じることができるカリキュラムモデルで

あるか。 

 次に、先行研究を参考に評価方法を具体化し（図１２）、2024 年度 1 学期の授業研究会から実施している（図

１３）。詳細は「３．研究開発の内容」で報告する。 

 

図１２ 評価方法 

 

図１３ 評価に関するイメージ 

 学校全体の評価機会として設定するものは 2024年度以降の毎回の授業研究会とし、回数を表 19 に示す。な

お、研究経過によって理科と社会科の評価回数に差が生じているが、学校全体での評価の実施に加えて、各学部

単位で普段の評価改善に取り組むことに変わりはなく、各教科のカリキュラム開発の検討を継続して進めている。 

表１９ 評価機会の数（授業研究会に合わせて実施） 

年度  教科 小学部・生活科 中学部・理科 高等部・理科 中学部・社会科 高等部・社会科 

2023 ３回 3回 3回 1回 1回 

2024 ３回 3回 3回 1回 1回 
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３．研究開発の内容 

 

（１）研究仮説 

現行学習指導要領（特別支援学校と小学校）では、小学部生活科と小学校生活科、理科・社会科については

中学部と小学校 3･4 年、高等部と小学校 5･6 年というように、各教科の目標や内容が系統的に示された。また

教育課程の運用に当たっては、特別支援学校でも学習指導要領に示された内容を網羅することは可能であるが、

その一方で、障害の状態や卒業後の生活を見据えた教育課程等の特別支援学校の実態を踏まえると、各教科の

資質・能力の育成を図るカリキュラムの運用は多くの特別支援学校の課題でもある。 

そこで本研究では、カリキュラム開発の考え方（表２０）をもとに、生活科・理科・社会科のカリキュラムモデルの

創造を通して、知的障害のある児童生徒の資質・能力を段階的に育成できるカリキュラムを例示することで、知的

障害教育における生活科・理科・社会科の実践の充実に寄与できるのではないかと考えた。 

表２０ 本研究におけるカリキュラム開発の考え方 

教科 考え方 

生活科 
授業時間数は十分に確保できるため（表２１）、児童の実態に応じて段階的に資質・能力を

育むことができるカリキュラムを検討する。 

理科 授業時間数は限られるため（表２１）、内容の精選や軽重を検討するとともに、中学部と高等

部を連続的に捉えるようにする。そのような視点を通して、授業時間数の確保だけでなく、3 年

間や計 6年間を通して、学んだことを深めたり広げたりできるようなカリキュラムを検討する。 
社会科 

①表 20「生活科」の補足 

特別支援学校と小学校では取り扱う学年に違

いがあることからも、本校小学部生活科の授業時

間数は、小学校生活科の標準授業時間数の約 2

倍となる。そこで本研究における生活科は、学習

集団の実態に応じた内容の配列に配慮しなが

ら、小学校生活科との連続性を踏まえた目標（資

質・能力）と内容の検討を行いたい（表２２,２３）。

特に現行学習指導要領では学校間の目標の整

備がなされたが、内容については異なる点が多

く、次期学習指導要領の改訂を踏まえても検討することに大きな意義があると思われる。 

表２２ 生活科の目標（特支－小） 

 

表２３ 生活科の内容（特支－小） 

 

表２１ 授業時間数（小学校標準授業時間数と本校） 
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②表 20「理科・社会科」の補足 

本校中学部・高等部の理科・社会科の年間授業時間数は各 35時間である。各学部 3年間で合計 105時間

であり、小学校理科・社会科の総時数の約１/４程度となっている。各学校各教科で扱う内容が異なるものの、本

研究が目指している「インクルーシブ教育システムの推進に向けた多様な学びの場における連続性のあるカリキ

ュラムの開発」を踏まえると、内容の精選や創造に取り組む必要がある。このような授業時数の課題からも、理科・

社会科については先述した「内容が過多な場合は、一定のコンテンツを削減するか、あるいはスクラップ・アンド・

ビルドしていくことが必要である（白木,２０２１）」などの示唆を具体的にカリキュラム開発に反映していくことが重

要であると考えている。また、第 15 回教育課程部会（文部科学省 a,2016）の内容（表２４）からも、本研究のカ

リキュラム開発の考え方をもとに試行することは意義があると考える。 

表２４ 文部科学省「第 15回教育課程部会における主な意見」（議事録をもとに作成） 

□資質・能力の育成に向けた教育内容の改善・充実 

 各教科、各領域の充実は、当然のことながら学校のキャパにまた負荷を掛けることになってしまう。カリキュラム

のオーバーロード問題というのが日本ばかりじゃなくて、国際的な問題でもある。これからアクティブ・ラーニング

や、プロジェクト学習などかなり柔軟性を要する学習活動を学校の中に入れようとした場合、どうしても余裕が

ないとできない。その意味での各教科領域の充実と同時に、選択化ということも議論していく必要があるのでは

ないか。 

□資質・能力の育成に向けた教育内容の改善・充実 

 コンテンツが増える傾向にあるので、何らかの形での再整理や、ある種のスクラップ・アンド・ビルド、効率化を

図る必要がある。資質・能力を十全に育成しつつ、内容をどう縮減、再整理、構造化していくかということが一つ

の課題。各教科の御議論を見ていると、教科が持っている内容を資質・能力の観点から整理をし、どのようなア

プローチによって豊かな資質・能力を育成することが可能になるのかがまとめられている。資質・能力の育成と

いう方から各内容に矢印を向けると、例えば複数の個別のコンテンツが似たような資質・能力を同程度に育て

られる可能性というのが考えられる。その場合に複数のコンテンツをやる必要があるのか。いずれかだけをやる

ことで代えられないのか。一種のレス・イズ・モア。現場がゆったりとした時間と精神的余裕を持って、すぐれた実

践をむしろ展開できるようなレス・イズ・モアが必要。ただし、そのときにコンテンツの内容で見て、その体系や構

造が崩れてしまってはならない。つまり、減らすという時の減らし方の原理が大事。資質・能力の育成の面から考

えると、各教科の中で内容を再整理、構造化するような作業が必要。それは一つの資質・能力の側から概念的

知識の形成、見方・考え方の育成ということに必要十分であると同時に、各コンテンツから見ても十分なものが

どの程度に収まるのかということ。 

※下線は筆者が強調のため追記 

（２）教育課程の特例 

そこで本研究では研究開発学校指定校に認められている教育課程の特例について、表２5の通り設定した。 

表 25 本研究における教育課程の特例 

小学部 
特別支援学校生活科の目標及び内容について、小学校生活科の目標及び内容の全部ま

たは一部を取り扱うこと。 

中学部・高等部 
特別支援学校理科・社会科の目標及び内容について、小学校理科・小学校社会科の目標

及び内容の全部または一部を取り扱うこと及び授業時数の調整。 
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（３）目標（資質・能力）の整理 

目標や内容の整理・検討に当たって、最初に特別支援学校における教育課程の取扱いについて文部科学省

（２０１５）等を参考に各教科の構成について整理した（表２６）。本研究は知的障害者である児童・生徒を対象と

した学校におけるカリキュラム開発を行っており、小学校等に準じた教育課程ではなく、表２６の（２）に該当する。 

表２６ 特別支援学校の教育課程について（文部科学省教育課程部会資料を参考に作成） 

（１）視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者又は病弱者である児童に対する教育を行う特別支援学校  

〈各教科の構成等〉 

各教科の構成及び目標・内容等は、小・中・高等学校に準じている。 

（２）知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校 

〈各教科の構成等〉 

知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の各教科は、知的障害の特徴や学習上の

特性等を踏まえ、児童生徒が自立し社会参加するために必要な知識や技能、態度などを身に付けること

を重視し、各教科及びその目標・内容等を示している。 

 各教科の構成 

小学部 
生活 

（１～６年） 
国語 算数 音楽 図画工作 体育 

小学校 国語 
社会 

（３～６年） 
算数 

理科 

（３～６年） 

生活 

(１・２年) 
音楽 図画工作 家庭 体育 

外国語 

（５・６年） 

中学部 国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 職業・家庭 
外国語 

必要がある場合 

中学校 国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 技術・家庭 外国語 

高等部 

※ 
国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 職業 家庭 

外国語 

必要に応じて 

情報 

必要に応じて 

高等学校 

※ 
国語 地理歴史 公民 数学 理科 保健体育 芸術 外国語 家庭 情報 

※高等部及び高等学校については、共通教科、専門教科、学校設定教科のうち専門教科のみ記載している。 

※外国語については、現行学習指導要領をもとに追記している。 

まずは社会科について焦点化してカリキュラム開発を

進めることで、開発過程で整理した手続き（原理・原則）

を理科と生活科にも応用することで、一貫性等を確保した

研究を推進するようにしている。そこで、各項目について社

会科・理科・生活科の順で記述する。 

 

①社会科 

  先述の表１４の通り、特別支援学校（中学部・高等部）、

小学校、中学校の目標の比較を行い、特別支援学校と小

学校に関連性が見られたことから（表２７）、２校種に焦点

化して進めていくこととした。 

表２７ 社会科の目標（特支－小） 
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全体目標 

目標の構成について整理し、社会科の目標についても検討を行っている。小学校は全体目標を受けて、学年ご

とに目標が設定されている（以降、“学年別目標”と

する）。一方で特別支援学校は各学部の全体目標

を受けて、段階ごとに目標が設定されている（以降、

“段階別目標”とする）。本研究では本紙 4 ページ

目の通り、特別支援学校中学部と小学校３・４年

生、特別支援学校高等部と小学校５・６年生の関連

性に着目し、中学部と高等部を一体的に捉えた特

別支援学校社会科の全体目標の検討を行っている

（表２８）。 

多くの特別支援学校では小学部、中学部、高等

部が敷地・建物を共有し、学校行事等は全学部合

同で取り組む機会がある。育成を目指す資質・能力

が学部を超えて一体的に示されていることで、より

特別支援学校内における連続性のある学びを提案

することができるのではないかと考え、特別支援学

校社会科の全体目標を検討した。なお、その際は表

２９「特別支援教育の理念と基本的な考え方」（文

部科学省,２００５）を柱とし、知的障害のある生徒

が社会科を学ぶ意義を目標からもより示すことが

できるようにしたいと考えている。 

学部目標 

 検討のプロセスとしては、①中学部と高等部を合

わせた全体目標、②全体目標を踏まえた各学部目

標である。②の検討に当たっては、最初に現行学習指導要領（小学校－特別支援学校・社会科）を整理し（表３０、

３１）、検討することにした。 

表３０ 小学校社会科の目標（学年別目標） 

 

表３１ 特別支援学校社会科の目標（段階別目標） 

 

表２８ （草案）特別支援学校社会科の目標 

 
 

表２９ 特別支援教育の理念と基本的な考え方 
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表３１から中学部と高等部では、例えば「学びに向かう力、人間性等」の記載内容に違いが見られているなど、

中学部と高等部の目標に関する連続性を検討できる余地があると考え、現行学習指導要領を照らし照らし合わ

せながら、中学部は小学校３・４年、高等部は小学校５・６年の目標をもとに案として整理した（表３２、３３）。 

表３２ 中学部社会科の目標（小‐草案） 

 

表３３ 高等部社会科の目標（小‐草案） 

 

本研究における段階別目標の考え方について 

 本研究では、これまでの知的障害教育の変遷を踏まえカリキュラム開発を行いたいと考えている。そこで、佐藤・

辰巳（２０２２）を参考に、表３４の通り変遷をまとめた。 

表３４ 学習指導要領における知的障害教育の変遷（佐藤・辰巳,２０２２をもとに作成） 

告示年 内容 

１９６３年 

（昭和３８） 
□教科と領域の内容を統合できる特例 

１９７１年 

（昭和４６） 

□「各教科」「道徳」「特別活動」の三領域の追加 

□「養護・訓練」の追加（四領域で目標と内容を設定） 

□小学部「社会科」「理科」「家庭科」の三教科の廃止し、「生活科」を新設 

１９７９年 

（昭和５４） 
□養護学校義務制の実施 

１９８９年 

（平成元） 
□各教科の内容を段階ごとに設定 

１９９９年 

（平成１１） 

□「養護・訓練」を「自立活動」に名称変更 

□重度重複者の「個別の指導計画」作成の義務化 

２００７年 

（平成１９） 

□特殊教育から特別支援教育への転換 

□特別支援学校のセンター的機能の充実 

□小中学校における特別支援教育の拡充 

２００９年 

（平成２１） 

□「生きる力」を育成することを明記 

□全ての幼児児童生徒に「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の作成義務化 

２０１８年 

（平成３０） 

□各教科の目標を段階ごとに設定 

□各教科の内容を三つの柱に基づき配列 

□中学部に段階を新設 
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 学習指導要領（知的障害）では段階別に目標や内容が示されており、その理由は表３５の通りである。このよう

なことから、各教科で小学部３段階、中学部２段階、高等部２段階の目標が示されており、段階は学習指導要領に

示されている「段階の考え方」（表３６、３７）が各教科共通の指針となっている。 

表３５ 知的障害特別支援学校の各教科が段階別に示されている理由（川間,２０１８をもとに作成） 

知的障害児においては知的機能の障害が同一学年でも個人差が大きく、学力や習得状況が異なるため、段

階を設けて示すことにより、個々の児童生徒の実態等に即して、各教科の内容を精選して、効果的な指導がで

きるようにしている。そして各段階における育成を目指す資質・能力を明確にすることから、段階ごとの目標を設

定し、小学部は３段階、中学部では２段階（、高等部では２段階※）により目標及び内容を示している。 

※（ ）内は資料作成者が追記 

表３６ 段階の考え方（小学部・中学部） 

 

表３７ 段階の考え方（高等部） 

 

 

このような変遷や考え方を踏まえた上で、本研究では段階別目標設定について、表３８（本紙４ページ目より引

用）の仮説をもとに検討している。インクルーシブ教育システムの推進の一つとして「多様な学びの場における特

別支援教育の充実」が挙げられ、具体的には通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校のそれ

ぞれの学びの場に応じた特別支援教育の取り組みが期待されている。そのうち通常の学級では、全体目標をもと

に児童生徒の教育的ニーズに応じて個別の指導目標を設定し、必要な手立てを講じ、学習を評価することが求め

られている（図１４）。本研究における指導と評価の一体化についても、この図１４の考え方をもとに検討を進めて

いる。 

表 3８ 段階別目標設定に関する本研究の仮説 

 

図１４ 本研究における目標設定のイメージ 

児童生徒の評価については現行の特別支援学校

学習指導要領で示されている段階別目標設定では

なく、「『指導と評価の一体化』のための学習評価に

関する参考資料」（国立教育政策研究所,2020)を

参考に、全体目標（単元・授業）を受けて個別の指

導目標を設定するプロセスにすることも可能である

ことが考えられた。個別の指導目標を設定する際に

は、特別支援学校学習指導要領で示されている「段

階の考え方」をもとにすることで、指導者間で児童・

生徒の実態・目標・目標達成のための手立てを共通

理解する指標になるのではないかと考えている。 
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 表３８の通り、本研究は段階別ではなく学年別目標設定を参考に、単元の全体目標から児童・生徒の実態に応

じた個別の指導目標を設定し、その資質・能力の育成を目指している。段階別目標による実践は「個々の事態に

即した指導」（表３５より）の具体的な方法であるが、一方で「各段階の発達年齢の幅が広く、子どもの学年が上

がっても、取り扱う段階の目標と内容が変わらないこと」（飛坂ら,２０２２）等が挙げられる。また、窪田・藤井（２０２

０）は、特別支援学校 100校を対象に教科指導に関する質問紙調査を行い、教科指導における学級担任の困難

さや不安感について明らかにしている（表３８）。 

表３９ 知的障害の教科の指導における困難や不安（窪田・藤井,２０２０をもとに作成、背景色は資料作成者） 

No. 内容 回答例 

① 自分自身の指導に対する不安や自信の低さ ・卒業後の生活に結び付いた指導になるか不安 

② 学校や教師の力量・裁量に任され、指標がない ・各学校で指導の進め方が異なり、系統性がない 

③ 個々の実態に合った指導を行うことの難しさ ・実態差が大きく、個々の目標設定等が難しい 

④ 適切な実態把握及び指導の難しさ ・実態把握、目標設定に繋がる指標が必要 

⑤ 評価の難しさ ・（実態差があり）観点別評価が難しい 

⑥ 児童生徒の学習上の特性に関すること ・学習内容の定着が難しい 

⑦ 自分自身の専門性に関すること ・自身に教科の専門性が確保されているか不安 

⑧ 教師間の連携に関する課題 ・TT間で指導に関する共通理解を図ることの難しさ 

⑨ 学習グループの編成の困難さ ・実態差が大きく、グループ編制が難しい 

⑩ 教育課程に関する課題 ・教科の時間が少ない 

⑪ 校内環境に関する課題 ・予算、人手、実態差から十分な教材準備が難しい 

⑫ 保護者との連携 ・保護者と実態に合った指導のすり合わせが難しい 

 個別の指導目標設定について、本研究では指導に関わる教員同士の共通の指標となること（表３９では③④⑤

⑧に該当）を想定し、現行学習指導要領で示されている「段階の考え方」（表３６，３７）をもとに表４０の通り整理・

検討している。各教科の段階目

標を設定する際の指標である

「段階の考え方」をもと、小学部

3段階、中学部 2段階、高等部

2 段階と分けるのではなく、合

計 7 段階としている。個別の指

導目標設定に当たっては、単元

の全体目標から段階表をもと

に、児童・生徒の実態とそれに

関連する手立てを設定するよう

にしている。指導者の裁量が大

きいものであるが、段階表が共

通の指標となることで、指導者

間で共通理解を図りながら個

に応じた目標設定に繋がると

考えている。 

表４０ 本研究における児童・生徒の段階表 
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②理科 

社会科と同様、現行学習指導要領は特別支援学校理

科の全体目標はなく、中学部理科、高等部理科として学

部別に示されている。そこで社会科の手続きをもとに検討

を進めている。具体的には、現行学習指導要領をもとに特

別支援学校と小学校の目標を比較し（表４１）、関連性を

明らかにした上で、特別支援学校理科の目標を検討した

（表４２）。以下、その詳細を説明する。 

全体目標 

 生徒が自然の事物・現象について理解を深め、問題解

決の力を養うためには、「教育的対応の基本」等の知的

障害教育の視点を踏まえたカリキュラムを開発することが

重要であると考えている。そこで、全体目標から学部目標

を系統的に示し、中学部・高等部において連続性のある

学びを指導者が意識し、学校全体でカリキュラムを運用

できるようにした。中学部と高等部の各３年間ではなく、中

学部と高等部の 6 年間の中で学習を積み重ねることで、

限られた授業時数でも生徒一人ひとりの資質・能力の育

成を深め、広げることができるのではないかと考えている。 

学部目標 

 全体目標を受けて、学部目標を表４３の通り検討した。な

お、研究 3 年次時点であるので、引き続き検討を重ね文

言等も修正を加えていく予定である。 

 

③生活科 

 生活科は特別支援学校と小学校で新設の経緯が異な

り、これまでの変遷を踏まえた上で、検討を進めていく。な

お本報告書では一部概要とともに、本研究における生活

科の目標を説明する。 

生活科の歴史と本研究で取り組むこと 

特別支援学校生活科は1971年学習指導要領（小学部）において、社会科、理科、家庭科を統合し児童の生活

と密接に関係する内容の中心教科・中心的内容として新設された（図１５）。小学校生活科は 1989 年に小学校

1・2 年生を対象として新設された教科である（表４４）。それぞれの生活科は学習指導要領改訂を通して目標等

の見直しが図られており、現行学習指導要領で示された目標は、校種を超えてより一体的に示されたことが分か

る（表４５、４６）。 

一方で、その内容は校種間の相違が見られており（表４７）、今後の指導要領改訂を通して、生活科の目標・内

容がより一体的に示されることで、特別支援学校・小学校の生活科カリキュラム（指導計画や学習方法等）の充

実が図られるのではないかと考える。これは、指導者にとっては指導の参考事例が増えることで、児童の実態に合

表４１ 理科の目標（特支－小） 

 

表４２ （草案）特別支援学校理科の目標 

 
表４３ （草案）特別支援学校理科の学部目標 
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った指導計画の立案に繋がる可能性がある。そして具体的な活動や体験の充実を通して、児童一人一人の実態

や教育的ニーズに応じた資質・能力の育成に繋がることが期待される。 

 そこで本研究では、小学校学習指導要領生活科を土台に特別支援学校生活科の目標・内容を整理し、小学部

6年間のカリキュラムモデルの事例を示すこととする。 

 

図１５ 小学部生活科新設の経緯 

 

表４４ 生活科新設の経緯 

 

表４５ 特別支援学校生活科の目標の変遷 

 

 

表４６ 小学部生活科の目標の変遷 

 

表４７ 生活科の内容（特支－小） 
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目標 

 社会科・理科と同じように、現行学習指導要領生活科の比較し（表４８）、関連性を明らかにした上で、特別支援

学校生活科の目標を検討した（表４９）。 

表４８ 生活科の目標（特支－小） 

 

表４９ （草案）特別支援学校生活科の目標 

 

 

（４）内容の検討 

検討する際の根拠資料や規準 

社会科と理科は、年間の授業時間数（表２１）

と現行の特別支援学校学習指導要領に記載さ

れている「学習上の特性（表９）」「教育的対応

の基本（表１０）」「教科別に指導を行う場合

（表１１）」をもとに、具体的な単元配列や指導

の流れを想定しながら検討を進めた。 

表９ 学習上の特性 

 

表１０ 教育的対応の基本 

 

表１１教科別に指導を行う場合 

 

単元構成（1年間・3年間） 

本研究における社会科と理科の授業時間数は 35 時間で、1 単元 8～9 時間を想定した時、年間最大４単元

（授業日数から 1学期 1単元、2学期 2単元、3学期 1単元を想定）で構成することを基準として考えている。1

年間 4 単元とした時、学部在籍 3 年間で合計 12 単元を扱うことができる計算になるが、本研究では内容を全

て網羅することよりも、表９，１０，１１の障害特性等や配慮事項、そして特別支援教育の理念である「自立と社会参

加」を踏まえることが重要であると考えている。また各学部の学習集団編制の在り方や行事等との関連も含めて、

内容の精選や創造、単元の実施時期（目安）を検討するようにしている。 

表２１ 授業時間数（小学校標準授業時間数と本校） 
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①社会科（付属資料２） 

現行・特別支援学校学習指導要領社会科 

現行の特別支援学校学習指導要領では、内容は中

学部・高等部で各 6項目、計１２項目が示されている。

目標に加えて内容も小学校との関連が見られ、地理・

歴史・公民の 3分野から構成されている（表５０）。 

本研究の位置づけ 

 本研究では、インクルーシブ教育システムの推進の

点から、より小学校との連続性のあるカリキュラムモデ

ルの創造を目指している。目標と同様に、内容（内容

のまとまり）についても精選や創造を行う。 

内容の精選や創造 

 本校では 2021年度までは社会科（理科も同様）は「合わせた指導」の中で取り扱っており、2022年度からは

教科別の指導として教育課程に位置付け、年間授業時数各学部 35時間（週 1時間程度）を計上している。 

 例えば、中学部３年間 315 時間（年間 105 時間×3 年間）の中で６つの内容を履修することは教育課程上可

能である。一方で、特別支援学校学習指導要領「知的障害のある児童生徒の学習上の特性」として示されている

ような障害特性（①学習内容が断片的になりやすく、実生活に活かすことが難しい、②成功経験の不足等から、主

体的に学習に取り組む意欲が育っていないことが多い）により具体的に対応した、一人一人の資質・能力を育む

カリキュラムモデルを検討する余地も十分にあり、研究開発として取り組む意義があると考えている。 

 内容の検討に当たっては、現行の 6 項目から 4 項目に削減しているが、3 分野（地理的分野・歴史的分野・公

民的分野）全てを取り上げることを前提に、特別支援学校として生徒の社会生活に繋がるような学びができるカ

リキュラムモデルの創造を目指している（表５１，図１５）。 

表５１ （草案）社会科と小学校社会科の内容 

 

 

図１５ 草案と小学校社会科との関連 

内容の配列 

 内容の精選や創造の次に、内容の配列や実施時期について単元配列表と関連付けやすい形で整理している。

その際の根拠としても表９～１１をもとに検討における考え方をキーワードに整理した（表５２）。特に内容の配列を

考える際は、「反復的」をキーワードに検討を進めた。知的障害教育では、生徒の生活・学習経験をもとに、計画を

立案することで、より主体的な学習活動に繋げることを大切にしている。また一過性の学びよりも、繰り返し（＝反

表５０ 社会科の内容（特支－小） 
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復的）のある学びを通して、より資質・能力を育成することができると考える。そこで、1 年間のサイクル（1 年間で

地・歴・公を取り扱う配列）を学部 3 年間で反復的に学ぶ機会を作ることを通して、生徒が「知っている」「分かっ

た」を実感し、学んだことを次に活かし深めることが期待されるカリキュラムモデルを立案した（図１６）。また学部

によって学習集団の編成が異なる場合でも、生徒一人一人に応じて系統的に学習を進め、カリキュラムの運用を

通して学習評価も同様に積み重ねることができるのではないだろうかと考えている。 

表５２ 本研究におけるカリキュラム検討時のキーワード 

キーワード 対象となる項目 考え方 

具体的 学習活動 児童生徒にとって分かりやすく、具体的な活動内容に配慮されていること。 

体験的 
単元・ 

授業の構成 

児童生徒が進んで学習に取り組めるような体験的な活動に配慮されてい

ること。 

反復的 
単元配列・単元・ 

授業の構成 

〈単元配列・各単元〉児童生徒が学習内容を想起したり関連付けたりする

単元配列や各単元の内容に配慮されていること。 

〈授業〉児童生徒が見通しをもちやすく進んで取り組もうとする流れに工

夫されていること。 

段階的 
単元配列・単元・ 

目標設定 

児童生徒の実態に応じて、段階的に学習に取り組めるような段階性に配

慮されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６ 社会科における内容や単元の配列 



24 

 

②理科 

 社会科の手続きを参考に理科についても検討を進めている。そのため、大まかな方向性は社会科と同じであり、

そのうち理科に関する内容を記述する。 

内容の精選や創造 

 現行学習指導要領（特別支援学校理科）の改定の要点として、区分の整理が挙げられる。従前の「人体」「生物」

「事物や機械」「自然」の 4 区分から、「A 生命」「B 地球・自然」「C 物質・エネルギー」の 3 区分である。一方、

現行の小学校学習指導要領は、「A 物質・エネルギー」「B 生命・地球」の 2 区分である。そして現行学習指導要

領（特支－小）の内容をまとめたものが表５３である。 

 表５３の整理をもとに、続いて授業時間数（年間 35 時間）と障害特性、検討時のキーワードをもとにたたき台と

して提案したものが表５４である。あくまでもたたき台として、各学部に提案したものであるため、学部研究を通し

て実践をもとに精選や創造を行うため、空白にしている箇所など、全体を通して今後まとめていくこととしている。 

これら内容の検討に当たっては、生徒が「理科の見方・考え方」を意識的に働かせ、繰り返し自然の事物・現象

に関わることができるカリキュラムにするために、表５５の内容を踏まえるようにした。 

内容の配列 

内容の配列を考える際には、校内で様々な案を出し合いながら検討を重ねてきた（図１７，１８，１９）。様々な案が

出しやすかったり逆に方向性が定まらず混乱に繋がったりする場合も考えられるが、カリキュラム検討時のキーワ

ードをもとにすることで、方向性自体は統一して、多様な意見を出し合うことができたと思われる。 

表５３ 現行学習指導要領理科の内容（特支－小） 

 

表５４ （草案）理科と小学校理科の内容 

 

表５５ 本研究における理科の内容検討の考え方 

□知的障害があることを理由に、小学校理科２区分４領域のうち草案で取り上げない領域は作らない。 

 →知的障害特別支援学校でも、単元開発や授業づくりの工夫をすることで生徒が主体的に４領域を学ぶ

ことができるということを示すことが重要であると考えている。 

□現行の指導要領で示されている内容を網羅することはしない。 

→４領域を全て取り上げるが、学部在籍期間・３年間の指導計画における領域の軽重は工夫が必       

要であると考えている。これは、知的障害のある生徒が理科の見方・考え方を働かせ、自然の事物・現象

に主体的に関わることで、より資質・能力の育成を図ることができると考えているためである。 
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図１７ 第 1回案の配列 
 

図１８ 第 2回案の配列 

 

内容の精選や配列の検討を進める上では、

「生徒にとって自然の事物・事象が、具体的

で身近なものから学習を積み重ねること」が

重要であると考えている。例えば区分につい

て、小学校学習指導要領では①「物質・エネ

ルギー」、②「生命・地球」の順で構成されて

いる。特別支援学校学習指導要領では① 

「生命」、②「地球・自然」、③「物質・エネル

ギー」の順で構成されている。本研究は「各

学部２区分」で検討を進めることにしたが、そ

の順序は、①「生命・地球」、②「物質・エネル

ギー」とした。 

 これは、生徒にとって身近で具体的な事物・

現象から学習を積み重ねることが重要であ

ると考えているためで、これまでの指導経験だけでなく、「知的障害のある児童生徒の教育的対応の基本」を踏ま

えた結果でもある。例えば「（２）望ましい社会参加を目指し、日常生活や社会生活に生きて働く知識及び技能、

習慣や学びに向かう力が身に付くよう指導する。」や「（５）自発的な活動を大切にし、主体的な活動を促すように

しながら、課題を解決しようとする思考力、判断力、表現力等を育むよう指導する。」などを実際のカリキュラム上

で実現したものであると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１９ 現時点案の配列 
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③生活科 

学習指導要領の変遷 

 これまでの特別支援学校及び小学校の各学習指導要

領生活科の目標変遷の整理から、現行学習指導要領

で示された目標は、校種を超えてより一体的に示された

ことが分かる。一方で、項目・内容は校種間の相違が見

られている。この相違については、今後の指導要領改訂

を通して検討される課題の一つではないかと考える。 

生活科カリキュラムの検討における考え方 

これまでの特別支援学校生活科の内容を継続する視

点もあれば、インクルーシブ教育システムの推進や学習

指導要領改訂の流れを踏まえると内容を再構築する視点もあり、校内でも様々な検討を重ねている。研究推進に

当たっては、「知的障害教育における教科別の指導においては、普遍である部分と、新しく示された教科の見方・

考え方、目標、指導内容、学習評価を授業プロセスに盛り込み、児童生徒の『生活』『障害の状態や程度』『発達

段階』『教科の系統性』を踏まえた授業づくりが重要になる」（山元・笹原,2019）という考え方をもとに、研究開

発として特別支援学校生活科から小学校生活科に移行するのではなく、知的障害教育生活科と小学校生活科

の内容の連続性について検討を行う。 

内容の精選や創造 

 これまでの検討から特別支援学校生活科の目標や内容の変遷について整理することができた。次に、現行学習

指導要領における小学校生活科の構造について理解を図るとともに、特別支援学校生活科との具体的な関連性

について検討を行った。 

・「生活科」における内容構成の具体的な視点 

 初めに、小学校生活科の内容構成の具体的な視点の整理を行った。図２０の通り小学校生活科の内容は 9 項

目あり、その元になるものが１１視点である。なお各視点の内容について表５６に示す。 

 

図２０ 生活科における内容構成の具体的な視点 

表５６ 生活科の視点とその内容 

 

・特別支援学校生活科と小学校生活科の関連性 

 次に、特別支援学校生活科と小学校生活科の関連性を具体的に検討することを目的に、それぞれの内容表の

間に生活科の視点を追加したものが表５７である。表５６をもとに、特別支援学校生活科の内容の整理・検討を行

表４７ 生活科の内容（特支－小） 

 



27 

 

った(図 21)。視点をもとにすることで、特別支援学校生活科と小学校生活科の関連性をより明確にすることがで

きたとともに、連続性のある内容についてより検討を進めることができたと思われる。 

表５７ 生活科の内容と視点に関する表 

  

図２１ 特別支援学校生活科の内容検討資料 

・小学校生活科の階層性と特別支援学校生活科の系統性の整理 

 現行の小学校学習指導要領では生活科の階層性について図２２の通り整理されており、その内容を表５８にまと

める。表５８の階層性について要約すると、【第１階層：

児童にとって身近な環境（学校、家庭、地域）】【第２階

層：児童が興味関心をもち体験しやすい活動（公共、

自然、伝え合い）】【第３階層：自分自身の成長】と言

える。また各項目を分断して捉えるのではなく、階層性

を踏まえながら、学年目標や児童の実態に応じて単元

化されることが重要であるとされる。児童にとって身近

な環境から学習を積み重ねることや興味関心のある題

材をもとに単元化を図ることなどは、特別支援学校も

同じであり、特別支援学校生活科の系統性を整理する

上でも方向性を示すものであることが考えられた。 

 

表５８ 内容の階層性（小学校学習指導要領より） 

まず、第 1 の階層として、内容⑴「学校と生活」、内容⑵「家庭と生活」、内容⑶ 「地域と生活」があり、個れ

らは児童の生活圏としての環境に関する内容である。生活科は、児童の身の回りの環境や地域を学習の対象

とし、フィールドとしている。児童にとって最も身近な学校、家庭、地域を扱う内容が第１の階層といえる。   

 次に、第２の階層として、内容⑷「公共物や公共施設の利用」、内容⑸「季節の変化と生活」、内容⑹「自然や

物を使った遊び」、内容⑺「動植物の飼育・栽培」、 内容⑻「生活や出来事の伝え合い」が位置付けられる。こ

れらは、自らの生活を豊かにしていくために低学年の時期に体験させておきたい活動に関する内容である。低

学年の時期に体験させておきたい活動とは、低学年の児童の身の回りにあるだけでなく、低学年の児童が関心

を向けやすい活動であり、活動を通して次第に児童一人一人の認識を広げ、資質・能力を育成していくために

必要となる活動である。   

 そして、第３の階層に、自分自身の生活や成長に関する内容⑼「自分の成長」を位置付け、内容⑴〜⑻の全て

 
図２２ 小学校生活科内容の階層性 
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の内容との関連が生まれる階層として捉えていく。 したがって、内容⑼は、一つの内容だけで独立した単元の

構成も考えられるし、他の全ての内容と関連させて単元を構成することも考えられる。 

 なお、ここでは、内容の大きなまとまりを階層の形で説明したが、それぞれのまとまりに上下関係があるわけで

はなく、また、内容の大きなまとまり同士が分断されているものでもない。 また、学習の順序性を規定しているも

のでもない。今回の改定で、九つの内容を、学年の目標に即して〔学校、家庭及び地域の生活に関する内容〕、

〔身近な人々、社会及び自然と関わる活動に関する内容〕、〔自分自身の生活や成長に関する内容〕があること

を示しつつ、内容を枝分けせずに、 ⑴から⑼までの通し番号で示しているのもこのためである。  

 これまでに整理した内容（生活科の内向性の具体的な視点、各生活科の関連、内容の階層性）をもとに本研究

では表５９の通り生活科草案の内容を検討している。なお、これらは検討案であるため、引き続き小学部内で実践

と共に協議し変更を重ねながらまとめていく。 

内容の配列 

 本研究の小学部生活科につい

ては、理科や社会科とは異なり、

現時点では内容の配列案にまで

言及はしていない。主な理由とし

ては、小学校生活科に比べて小

学部生活科の授業時数は十分に

確保でき、児童一人一人、また学

年集団によって多様な実態である

ため、指導者の実態把握のもと学

習計画が立案されることが重要

であると考えているためである。 

 なお今後、研究成果をまとめて

いく際には、モデルケースとして各

学級の配列案を示すなどの例を

提示したいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５９ 本研究における生活科の内容案 

 



29 

 

（５）内容の取扱い等に関する検討 

 本研究では現行の特別支援学校学習指導要領と小学校学習

指導要領をもとに、目標、内容、内容の取扱い、まとまりごとの評

価規準を検討している。目標や内容と同様に、内容の取扱い等

についても現行の各学習指導要領を土台に検討している。 

なお各教科とも作成段階であるため、ここでは図１５より本校

中学部社会科を例に報告する。 

①内容の取扱い 

（１）身近な地域や市区町村の様子 

地理的分野であるこの内容は、小学校３学年の内容を用いて

おり、文言の現行の小学校学習指導要領のままである。 

（３）地域の伝統や文化、先人の働き 

歴史的分野であるこの内容は、小学校４年生の内容をもとに

知的障害のある生徒がより身近に伝統・文化・先人について考

えることができるように「地域」（４学年では“県内”）という文言

に変更している。 

（４）社会参加と仕組み 

公民的分野であるこの内容は、特別支援学校社会科の「社会

参加ときまり」から検討しているが、「きまり」ではなく「仕組み」と

し、高等部段階の「社会参加と役割」（表６１）に繋げるなど、内

容は本研究独自の視点が多くなっている。検討に当たっては各

学習指導要領を踏まえ、特別支援教育の理念（自立と社会参

加）や「主権者」として生徒たちが社会に参画してほしいという思

いから、具体的な学習活動に接続できるよう設定している。 

このような形で各教科の取扱い、まとまりごとの評価基準（表６

４～表６９）の検討を進めている。 

表６２ （４）社会参加と仕組み 

 

表６３ （４）社会参加と役割（高等部） 

 

 

図１５ 草案と小学校社会科との関連 

表６０ （１）身近な地域や市区町村の様子 

 

表６１ （３）地域の伝統や文化、先人の働き 
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表６４ 中学部社会科（１） 

 

表６５ 中学部社会科（２） 

 

表６６ 中学部社会科（３） 

 

表６７ 中学部社会科（４） 

 

表６８ 高等部社会科（１） 

 

表６９ 高等部社会科（４） 
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４．研究開発の結果及びその分析 

（１）評価方法 

 本研究におけるカリキュラム評価は、田中・根津（２００９）を参考に評価シートを作成し、３年次目１学期から評

価・改善のサイクルを進めている。評価手続きは「授業評価」、「単元評価」、「カリキュラム評価」の３種で、各概要

について説明する。評価の目的については表１８を再掲する。また、評価シートも知的障害教育の継承と発展をキ

ーワードに表９～１１をシートの項目に具体的に反映するようにした。 

表１８ カリキュラム評価の目的 

本研究におけるカリキュラム評価の方向性 

本研究はインクルーシブ教育システムの推進の一助となることを目指したカリキュラムの開発に取り組んでいる。検討しているカリキ

ュラムが指導者と学習者それぞれにとって、下記の点で有用であることを明らかにするために、その評価を行う。 

指導者における目的 学習者における目的 

①授業時数等の教育課程の実情を踏まえたうえで、知的

障害のある児童・生徒の資質・能力を段階的に育むこと

のできるカリキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒の学習の様子をもとに評価改善が循環する

カリキュラムであるか。 

①児童・生徒が各教科の見方・考え方に触れたり働かせ

たりしながら、資質・能力を段階的に育むことのできるカ

リキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒が各教科の学習に主体的に取り組み、達成

感を感じることができるカリキュラムモデルであるか。 

表９ 学習上の特性 

 

表１０ 教育的対応の基本 

 

表１１教科別に指導を行う場合 

 

①授業評価 

 対象、実施時期、内容について表７０及び図１６，１７，１８にまとめる。 

表７０ 本研究における授業評価の概要 

対象 教員 児童生徒 保護者 

実施 

時期 

校内授業研究会 

（代表授業について記入） 

単元のうちいずれかの時間 

（指導者任意） 

単元終了後 

（学部任意） 

内容 

①～⑤に下記項目を追加 

⑥教育的対応 

⑦学習環境 

⑧学習の計画 

⑨環境的条件 

⑩個別の目標設定 

①学習活動の取り組みさ、安心感  

②学習理解 

③学習を通した達成感・充実感  

④学び合い、協働的な学び 

⑤次時への意欲、期待 

補足 
代表授業について記入し、午後の

協議会で意見交換に繋げた。 

実態に応じてイラストを併用したり選択式にしたりするなど、児童

生徒に応じて形式を変更できるようにしている。 
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図１６ 授業評価（教員） 

 

図１７ 授業評価（児童生徒） 

 

図１８ 授業評価（保護者） 

 

②単元評価 

 単元終了後、個人での振り返りを目的に授業者（MT・ST）が評価を

行う（図 19）。学部内で振り返り、改善事項等について合意形成を図り

ながら必要な箇所を見直し、パッケージとして次年度以降の単元計画の

一次案として残していくことにしている。 

 

③カリキュラム評価 

 「日本語版カリキュラム評価のためのチェックリスト」（田中・根津,２００

９）を参考に、本校研究用にチェックリストを作成した（図２０）。 

評価項目に対する各学部の検討内容について、他学部の職員も十分

に理解した上で評価し合うことができるよう、授業研究会の協議会（事

後検討会）の流れを表７１の通り整理し、毎回同じ流れで行った。 

 

 

図１９ 単元評価シート 

 

図２０ カリキュラム評価シート 

表７１ カリキュラム評価の流れ 

１．代表授業を行った学部から全校に

向けて、カリキュラム評価の項目（図２

０No.1～１０）について１項目につき１

スライドで、検討事項を説明する。 

２．代表授業の授業者から、簡潔に授

業者自評を行う。 

３． 意見交換等の協議の場をもつ。 

４．外部講師から指導助言をいただく。 

５．協議会終了後、職員はカリキュラム

評価シートを記入する。 
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（２）結果及び分析 

児童生徒・保護者による評価及びその分析、単元評価は各学部で集約及び分析等進めているため、本報告書

については、「授業評価（教員）」、「カリキュラム評価（教員）」について記述する。 

評価対象は２０２３年度１学期と２学期の授業研究会で、表７２に概要を示す。 

表７２ 評価対象（２０２３年度１学期・２学期授業研究会）の概要に関する表 

 1学期（実施日） 2学期（実施日） 

小学部 生活科（６/２１） 生活科（１１/１５）  

中学部 理科（６/２８） 理科（１０/２５） 社会科（１１/２２） 

高等部 理科（７/１２） 理科（１０/２５） 社会科（１１/２２） 

授業評価（教員） 

①各教科（生活科、理科）の学期間の比較 

 ２０２３年度は生活科と理科について、１学期と２学期に校内授業研究会を行い、代表授業を通して全校で授業

評価を行った（図２１）。小学部は１学期と２学期で異なる学習集団・単元で、中学部と高等部は学期間で共通す

る学習集団・異なる単元である。そのため学期間の評価点について、高低のみを比較するものではなく、共通要素

である授業づくりの１０観点について全校で考え、客観的な数値を一つの材料として継続的に授業改善に取り組

むようにしていきたい。特に、お互いの授業の良い点から学び合い、各授業に反映するような前向きな循環で取り

組むよう、今後も校内で意識をしていくことを大切にしたいと考えている。 

 

 

 

図２１ 各教科（生活科、理科）の結果 
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②学部内の結果 

 小学部は生活科、中学部と高等部は理科と社会科の授業研究会を行った。理科と社会科をまとめてグラフ化し

たものが図２２である。学習集団、単元、教科が異なるため、それぞれを比較検討することが目的ではなく、結果か

ら次のことを今後の研究活動に反映するようにしていきたいと考えている。 

 【Q1 取り組みやすさ】集団編制（縦割り・学年）の意図や特徴なども研究概要説明で説明することで、より全体

での理解が促進されるのではないか。 

 【Q4 学び合い】児童生徒の実態によっては「話し合い」ではなく、相手の考えを聞く姿、相手を見ようとする姿、

そして後の行動なども、特別支援教育における協働的な学びの一つであると考える。児童生徒の学びの姿をも

とに学校全体で前向きに授業を振り返るようにしたい。 

 

 

図２２ 中学部と高等部の結果 

 

カリキュラム評価（教員） 

カリキュラム評価の全体結果について表７３にまとめる。学校全体で「カリキュラム」について理解し、評価し改善

する継続的な取り組みが必要不可欠である。引き続き、授業研究会を通して組織的に Check-Action-Plan-

Doのサイクル（田中・根津,２００９）を通してカリキュラム開発進めていきたい。 

 

図２３ カリキュラム評価の結果（全体結果の学期間比較） 
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カリキュラムの評価・改善について、具体的には当該学部の教員集団が中核になると考えている。そして表７４

はカリキュラム評価の結果について、当該学部教員とそれ以外の教員の結果を比較したものである。 

まずは学部研究を通して、部内の共通理解を図っていくことが重要である。そして、継続的な実践の先に、全校

で学部相互のカリキュラムを理解し、他学部の良い実践を自学部内にも取り入れるような小学部‐中学部‐高等

部の繋がりの一層の促進を目指し、特に研究部員一人一人が役割意識をもって取り組むようにしたい。 

 

 

 

図２４ カリキュラム評価（学部と学部外の比較） 

 

５．今後の研究開発の方向 

 本研究は知的障害特別支援学校における生活科・理科・社会科の教科別の指導について、今後のインクルーシ

ブ教育システムの推進の観点から、小学校との学びの連続性を図るカリキュラムモデルの創造に取り組んでいる。

児童生徒が各教科の見方・考え方を働かせながら、資質・能力を育成することができるカリキュラムとなるために

は、特別支援学校学習指導要領で示されている「知的障害のある児童生徒の教育的対応の基本」等をカリキュ

ラム－単元‐授業でどのように具体化を図るかが重要である。引き続き、この点からカリキュラム評価と改善を行い

ながら研究に取り組んでいきたい。 

２０１７年改訂学習指導要領では知的障害各教科も小学校等と同様に、育成すべき３つの資質・能力に基づき

構成され、小学校との関連性が示されている。一方で、次期改訂を考えた際には、これまでの成果や課題から、特

別支援学校学習指導要領の目標と内容も引続き整理検討されるものと思われる。そこで、現在研究を通して進め

ている各教科の内容の精選や創造では、その手続き（原理原則）を明確にするとともに、特に生活科については
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特別支援学校学習指導要領の変遷（表７３）等を踏まえた内容を検討していくようにしたい。これは「多様な学び

の場における特別支援教育の充実」に向けて、知的障害特別支援学校生活科でより重要にすべき視点があると

考えるためである。この点についても今後の研究を通して具体化していきたい。 

表７３ 特別支援学校生活科の内容の変遷 

１９７０ １９７９ １９８９ １９９８ ２００３ ２００８ ２０１７ 

身辺処理 身辺処理 身辺処理 身辺処理 身辺処理 身辺処理 生活習慣 

健康・安全 健康・安全 健康・安全 健康・安全 健康・安全 健康・安全 安全 

友だち 友だち 友だち 友だち 友だち 友だち 日課・予定 

応対 応対 応対 応対 応対 応対 遊び 

役割 役割 役割 役割 役割 役割 関わり 

手伝い 手伝い 手伝い 手伝い 手伝い 手伝い 役割 

きまり きまり きまり きまり きまり きまり 手伝い・仕事 

金銭 金銭 金銭 金銭 金銭 見通し 金銭 

自然の仕組み 自然の変化 自然の変化 自然の変化 自然の変化 金銭 きまり 

社会の仕組み 社会の働き 社会の働き 社会の働き 社会の働き 自然の変化 公共施設 

公共施設 公共施設 公共施設 公共施設 公共施設 社会の働き 生命・自然 

     公共施設 ものの仕組み 

そして最後に、今後の研究活動に向けて学習評価の手続きも整理するようにしたい。米田（２０２２）は「同学年

であっても実態に幅のある学習集団となる知的障害のある児童生徒の評価においては、評価規準に対していか

に評価基準を設定するかが肝要である」と示唆している。本研究では特別支援学校学習指導要領に示された

「発達の段階の考え方」をもとに、指導者の関わりも含めた手立てについて段階的に示すことで基準性を確保で

きないか検討している。そして、この段階をもとに設定された個別の指導目標をどのような基準で評価するか各学

部のこれまでの研究実績とともにまとめるようにしたい。 
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